
    「各種事務事業の取扱い」

 13  住民・国保・年金分科会（市民サービス、国民健康保険）   長岡市・栃尾市合併協議会

項番
事務事業

コード 各　種　事　務　事　業 変更 分類 調　　　　整　　　　方　　　　針　　　案

186 010206-1 消費生活の相談・情報提供 合併時に統一 長岡市の制度に統一する。

190 020101 国民健康保険料（税） ○ 合併後に統一
賦課方式は長岡市の制度に統一し、平成19年度からほぼ平均的（加重平均）保険料額の水準に統一する。ただし、栃尾
市については、平成17年度は現行どおりとする。平成18年度は、長岡地域合併協議会を構成する６市町村と栃尾市との
保険料格差が大きいことから、不均一賦課の実施を検討する。

191 020104 国民健康保険料の納期 経過 合併後に統一 新基準を創設し統一する。ただし、栃尾市については、平成17年度は現行どおりとする。

193 020302 国民健康保険の給付 合併時に統一 長岡市の制度に統一する。
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各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡市・栃尾市合併協議会）

作成日　　   平成17年 1月21日

186 データ基準日 平成16年 4月 1日

１３ ０１ ０２ ０６－１
　

（１）消費者支援推進事業 （１）消費者相談関係業務 （１）消費者生活情報の収集・提供事業 （１）消費者相談関係業務
　　　消費者がトラブルにあわないようにし、
　　もし、トラブルにあった際には自らの力 　　①消費者からの苦情相談の受付 　　①消費者からの苦情相談の受付
　　で解決できるようにする。
　　　また、消費者相談や消費者の意見を行 　  ついてのアドバイス 　 　  ついてのアドバイス
　　政に反映させ、快適で充実した消費者生 　　③消費者への情報提供 　 　　③消費者への情報提供

　

（１）消費者相談関係業務 （１）消費者相談関係業務

　　①消費者からの苦情相談の受付 　　①消費者からの苦情相談の受付

　  ついてのアドバイス 　  ついてのアドバイス
　　③消費者への情報提供 　　③消費者への情報提供

　

　

　　④県消費者センターへの連絡調整

（２）平成１５年度相談件数　６,４０１件　

　　①消費生活相談事業

（２）平成１５年度相談件数　　　　５　件

　　②さまざまな悪質商法による契約などに

三　　島　　町

   消費者を悪質商法の被害から保護する。

各 種 事 務 事 業
住民・国保・年金 市民サービス 相談業務 消費生活の相談・情報提供

大 項 目 （分科会） 中 項 目

　 消費者を悪質商法の被害から保護する。

  　活を送ることができるようにする。

小 項 目

　　②消費者啓発事業

　　②さまざまな悪質商法による契約などに

　　④県消費者センターへの連絡調整

長　　岡　　市 栃　　尾　　市

長岡市立消費生活センター

中　　之　　島　　町 越　　路　　町

調　整　方　針　案　課　　　　　　題小　　国　　町山　　古　　志　　村

　長岡市の制度に統一する。

（２）平成１５年度相談件数　　　１８　件

　

　　②さまざまな悪質商法による契約などに

　 消費者を悪質商法の被害から保護する。

　　④県消費者センターへの連絡調整

（２）平成１５年度相談件数　　　　０　件

（２）平成１５年度相談件数　　　０　件 （２）平成１５年度相談件数　　　　４　件
　

　

　　①消費者保護のための情報提供及びアド
　　　バイス等

（１）消費者生活情報の収集・提供

  ①消費者の被害防止・意識啓発のためのリ　
　　　ーフレットの配布

　 消費者を悪質商法の被害から保護する。

　　②さまざまな悪質商法による契約などに

　　④県消費者センターへの連絡調整

　
（２）平成１５年度相談件数　　　３０　件

　



各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡市・栃尾市合併協議会）

作成日　　　 平成17年 1月21日

190 データ基準日 平成16年10月 1日

保険料率（平成１６年度本算定時） 保険税率（平成１６年度本算定時） 保険料率（平成１６年度本算定時） 保険税率（平成１６年度本算定時）

賦課割合 H16料率 賦課割合 H16料率 賦課割合 H16料率 賦課割合 H16料率
所得割 55% 7.66% 所得割 40.73% 5.3% 所得割 40% 5.91% 所得割 46.40% 4.70%
資産割 資産割 12.27% 28.2% 資産割 10% 26.47% 資産割
均等割 27% 19,970円 均等割 30.49% 22,000円 均等割 35% 25,900円 均等割 34.43% 13,000円
平等割 18% 24,435円 平等割 16.51% 29,000円 平等割 15% 22,000円 平等割 19.17% 15,000円

賦課割合 H16料率 賦課割合 H16料率 賦課割合 H16料率 賦課割合 H16料率
所得割 55% 1.13% 所得割 49.86% 0.85% 所得割 50% 1.45% 所得割 40.73% 0.72%
資産割 資産割 資産割 資産割
均等割 45% 7,253円 均等割 50.14% 8,700円 均等割 50% 11,300円 均等割 59.27% 7,000円
平等割 平等割 平等割 平等割

・条例明示・告示方式の別 ・条例明示・告示方式の別 ・条例明示・告示方式の別 ・条例明示・告示方式の別

・保険料軽減対策制度外繰入金等の額 ・保険税軽減対策制度外繰入金等の額 ・保険料軽減対策制度外繰入金等の額 ・保険税軽減対策制度外繰入金等の額
　（Ｈ16年度） 　（Ｈ16年度） 　（Ｈ16年度） 　（Ｈ16年度）

・財政調整基金保有額(平成16年度見込) ・財政調整基金保有額(平成16年度見込) ・財政調整基金保有額(平成16年度見込) ・財政調整基金保有額(平成16年度見込)

保険税率（平成１６年度本算定時） 保険料率（平成１６年度本算定時） 保険税率（平成１６年度本算定時）

賦課割合 H16料率 賦課割合 H16料率 賦課割合 H16料率
所得割 47.44% 5.80% 所得割 40% 9.77% 所得割 41% 5.10%
資産割 資産割 10% 40.94% 資産割 10% 25.00%
均等割 35.94% 20,300円 均等割 35% 21,206円 均等割 30% 16,000円
平等割 16.62% 18,300円 平等割 15% 19,382円 平等割 19% 21,500円

賦課割合 H16料率 賦課割合 H16料率 賦課割合 H16料率
所得割 46.19% 0.80% 所得割 50% 1.24% 所得割 52% 1.46%
資産割 資産割 資産割
均等割 36.61% 5,800円 均等割 50% 7,039円 均等割 48% 11,000円
平等割 17.20% 3,500円 平等割 平等割

・条例明示・告示方式の別 ・条例明示・告示方式の別 ・条例明示・告示方式の別

・保険税軽減対策制度外繰入金等の額 ・保険料軽減対策制度外繰入金等の額 ・保険税軽減対策制度外繰入金等の額
　（Ｈ16年度） 　（Ｈ16年度） 　（Ｈ16年度）

・財政調整基金保有額(平成16年度見込) ・財政調整基金保有額(平成16年度見込) ・財政調整基金保有額(平成16年度見込)

課          題

告示方式

72,000千円

条例明示

363,865千円

80,137千円

医
療
分

介
護
分

長　　岡　　市 中　　之　　島　　町

各 種 事 務 事 業
国民健康保険料 ０１ 国民健康保険料（税）

小 項 目
０１

大 項 目 （分科会） 中 項 目
１３ 住民・国保・年金分科会 ０２ 国民健康保険

山　　古　　志　　村

医
療
分

介
護
分

三　　島　　町

告示方式

110,001千円

469,688千円

医
療
分

介
護
分

条例明示

医
療
分

介
護
分

医
療
分

介
護
分

60,130千円

医
療
分

58,170千円

43,770千円

条例明示

介
護
分

66,396千円 160,000千円

告示方式

42,675千円

小　　国　　町
　
　賦課方式は長岡市の制度に統一し、平成19年
度からほぼ平均的(加重平均)保険料額の水準に
統一する。ただし、栃尾市については、平成17
年度は現行どおりとする。平成18年度は、長岡
地域合併協議会を構成する６市町村と栃尾市と
の保険料格差が大きいことから、不均一賦課の
実施を検討する。

（長岡地域合併協議会：
　賦課方式は長岡市の制度に統一し、２年間不
均一賦課を行った後、平成19年度からほぼ平均
的(加重平均)保険料額の水準に統一する。）
※ 料と税の相違は、社会保険料としての意味
から、「料」に統一する。
※ 保険料賦課割合及び料（税）率は、一律に
調整すべきものであるが、格差が大きいため急
激な保険料額の変更を避ける必要があることか
ら、段階的に格差を是正するため、２年間不均
一賦課を実施し、平成19年度から統一する。
※ 財政調整基金保有額は、新市に継承し、保
険料額の平準化資金とする。
※ 料率は、医療費等の動向をできるだけ適正
に反映させることが基本となることから、本算
定時に決定できる「告示方式」とする。

条例明示

調　整　方　針　案

92,377千円

24,191千円 98,719千円

栃　　尾　　市越　　路　　町

医
療
分

介
護
分



各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡市・栃尾市合併協議会）

作成日　　　 平成17年 1月21日

191 データ基準日 平成16年 4月 1日

１３ ０２ ０１ ０４

１　賦課期日・納期 １　賦課期日・納期 １　賦課期日・納期 １　賦課期日・納期
賦課期日 4月1日 賦課期日 4月1日 賦課期日 4月1日 賦課期日 4月1日
納　期 １２期 納　期 １０期 納　期 １２期 納　期 １０期

２　賦課限度額 ２　賦課限度額 ２　賦課限度額 ２　賦課限度額
医療分 ５３万円 医療分 ５３万円 医療分 ５３万円 医療分 ５３万円
介護分 　８万円 介護分 　８万円 介護分 　８万円 介護分 　８万円

１　賦課期日・納期 １　賦課期日・納期 １　賦課期日・納期
賦課期日 4月1日 賦課期日 4月1日 賦課期日 4月1日
納　期 １２期 納　期 １２期 納　期 １２期

２　賦課限度額 ２　賦課限度額 ２　賦課限度額
医療分 ５３万円 医療分 ５３万円 医療分 ５３万円
介護分 　８万円 介護分 　８万円 介護分 　８万円

　新基準を創設し統一する。ただし、栃尾市に
ついては、平成17年度は現行どおりとする。

（長岡地域合併協議会：新基準を創設し統一す
る。）
　
  ※納期は７月から翌年３月までの９期に統一
する。

長　　岡　　市 中　　之　　島　　町 越　　路　　町 栃　　尾　　市

三　　島　　町 山　　古　　志　　村 調　整　方　針　案課　　　　　　題

各 種 事 務 事 業
住民・国保・年金 国民健康保険 国民健康保険料 国民健康保険料の納期

小　　国　　町

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目



各種事務事業の取扱いに関する調整方針案（長岡市・栃尾市合併協議会）

作成日　　　 平成17年 1月21日

193 データ基準日 平成16年 4月 1日

１３ ０２ ０３ ０２

１ 給付の内容 １ 給付の内容 １ 給付の内容 １ 給付の内容
 出産育児一時金の額 30万円  出産育児一時金の額 30万円  出産育児一時金の額 30万円  出産育児一時金の額 30万円
 葬祭費の額 5万円  葬祭費の額 7万円  葬祭費の額 7万円  葬祭費の額 5万円

２ 出産育児一時金の支払い ２ 出産育児一時金の支払い ２ 出産育児一時金の支払い ２ 出産育児一時金の支払い
 貸付制度の実施 なし  貸付制度の実施 なし  貸付制度の実施 なし  貸付制度の実施 なし
 受領委任払制度の実施 有り  受領委任払制度の実施 なし  受領委任払制度の実施 なし  受領委任払制度の実施 なし

３ 高額療養費受領委任払 ３ 高額療養費受領委任払 ３ 高額療養費受領委任払 ３ 高額療養費受領委任払
県外の医療機関との協定 有り 県外の医療機関との協定 なし 県外の医療機関との協定 なし 県外の医療機関との協定 なし

１ 給付の内容 １ 給付の内容 １ 給付の内容
 出産育児一時金の額 30万円  出産育児一時金の額 30万円  出産育児一時金の額 30万円
 葬祭費の額 8万円  葬祭費の額 10万円  葬祭費の額 9万円

２ 出産育児一時金の支払い ２ 出産育児一時金の支払い ２ 出産育児一時金の支払い
 貸付制度の実施 なし  貸付制度の実施 なし  貸付制度の実施 なし
 受領委任払制度の実施 なし  受領委任払制度の実施 なし  受領委任払制度の実施 有り

３ 高額療養費受領委任払 ３ 高額療養費受領委任払 ３ 高額療養費受領委任払
県外の医療機関との協定 なし 県外の医療機関との協定 なし 県外の医療機関との協定 なし

　長岡市の制度に統一する。

三　　島　　町 山　　古　　志　　村 調　整　方　針　案課　　　　　　題小　　国　　町

大 項 目 （分科会） 中 項 目 小 項 目 各 種 事 務 事 業
住民・国保・年金 国民健康保険 国民健康保険の給付関係等 国民健康保険の給付

長　　岡　　市 中　　之　　島　　町 越　　路　　町 栃　　尾　　市


